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「福祉人材の養成・確保」報告書要旨 

１ 「見える化」分析の要旨 

• 「介護」「障害」「保育」の各制度とも制度主体は区市町村であるが、財源については、介護分野は公費と保険料によ
る社会保険制度となっているが、障害、保育分野は税で賄われている。 

• 公的な福祉サービスの仕事の対象・分野は、(1)直接の対人援助サービス、(2)行政の相談機関の2つに大き
く分かれ、(1)は、さらに「介護」「障害」「保育」の3分野に分かれる。 

• 本事業ユニット分析では、高齢化の進展により、今後更にニーズの増加が見込まれる「介護」分野に焦点を
当て、分析を行い、今後の介護人材の養成・確保の方策について検証する。 

• 介護職員は、都内では、約15万人の職員が介護サービスに従事している。採用率、離職率から推計すると、年間の
都内の就職者数は約2万8千人、離職者数は約2万3千人と見込まれる。 

 【介護人材に関する現状】 
• 第6期東京都高齢者保健福祉計画の需給推計によると、2020 年度には約2 万3 千人、2025 年度には約3 万6 千人

の介護職員の不足が見込まれる。 

• 最近は、生産年齢人口の減少局面に入り、有効求人倍率が上昇（2015年：1.54）しており、全産業的に「人材」不足に
直面している。とりわけ、東京都は就業の選択肢が幅広く、介護関連職種における有効求人倍率は全産業を大きく
上回っており（2015年：4.94）、「人材」不足の問題は深刻化している。 

• また、３年未満で離職した者が７割以上となっており、いかに定着させるかが課題となっている。 

 【介護人材の現状の課題】  
• 介護人材に関する現状の課題は、「定着」と「採用」の大きく2つである。 

• 「定着」に関する課題は、①事業者による 「職場環境の改善」と②介護職員の「処遇改善」である。 

• 介護職員は、 「職場の人間関係に問題がある」こと、「法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満がある」こと
に不安・不満を抱いている。また、介護職員の賃金は、同じ対人サービスである「サービス業」と比べると、男性の給
与額は月額約2万7千円低く、女性の給与額は月額約1万円高い。 

• 事業所規模別にみると、中小事業所は大規模事業所より離職率が高い傾向にある。 

• 「採用」に関する課題は、③介護職への「ターゲットに応じたアプローチ」である。 

• 「訪問介護員」は、若い人材の確保が難しく、人材が高齢化している。また、介護サービスを運営する上での問題点と
して、「良質な人材の確保が難しい」と考えている事業者が半数を超えている。 
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 【都の取組の評価】 
• 都は、他県に比べて予算規模が大きく、都独自にキャリアパス導入支援や介護職員のための宿舎借り上げ 
• 支援を実施するなど、事業のメニューが充実している。 
• ①「職場環境の改善」、②「処遇改善」、③「ターゲットに応じたアプローチ」の３点それぞれに評価し、

支援の強化を検討していく必要がある。 
• 都における介護人材の養成・確保の事業実施体制は、3つの部署・2つの関係機関からなるが、複数の部署で

類似した事業を実施している、部署によって委託先が異なる、分野横断的な事業を担う部署が2つあると
いった課題があり、より効果的な実施ができるようにしていく必要がある。 

 

 
 【職場環境の改善】 

• 中小事業者への支援の強化、介護保険事業の運営主体である 区市町村を通じた支援の実施を検討していく。 

• また、 業務負担軽減のためのＩＣＴの活用や、ロボット介護機器・福祉用具の普及促進を検討していく。 
 【処遇の改善】 
• 現行の事業実施状況を踏まえ、キャリアパス導入促進や宿舎借り上げ支援に関して、支援対象サービスの範囲等に 
   ついて検討していく。 
 【ターゲット別のアプローチ】 
• 学生や、転職者、離職者や高齢者などターゲットに応じて、新卒者等の介護職員に対し奨学金返済相当額の支給、

離職者に対し資格取得から就労後の定着までの相談支援の充実、退職前のシニアを対象に、講師を派遣するなど、
アウトリーチによる働きかけなどについて検討していく 

 【事業実施体制】 

• 介護人材施策を効果的に実施するための組織体制の強化を検討していく。 

 

• これまでの分析から明らかになった課題について検討し対策を講じるとともに、中期的な視点に立った対策
が必要な課題に対しては、東京都社会福祉協議会、東京都福祉保健財団や東京都福祉人材対策推進機構を活
用して実態を把握・検証し、その結果を踏まえて改善していく。 

  ⇒今回の分析結果を踏まえて、障害部門・保育部門も同様に見直しを進めていく。 
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２ 今後の改革の進め方 



介護、障害、保育分野の主な制度の比較 
 
 各制度とも制度主体は区市町村であるが、財源については、介護分野は公費と保険料による社会保険 
制度となっているが、保育、障害分野は税で賄われている。 
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介 護 

保 育 

障 害 

分野 対象 財源 事業者 制度主体 

区市町村 

・都道府県・政令市・  
 中核市が指定・監督  
 を行う事業者 
・区市町村が指定・ 
 監督を行う事業者 

区市町村 

障害支援区分認定、支
給決定を受けた者 

（障害児の入所サービ
スは、児童相談所が判
断） 

   区市町村 
（障害児入所支援の
利用は児童相談所） 

・都道府県・政令市・ 
 中核市が指定・監 
 督を行う事業者 

公費+利用者負担金 
 【負担割合】 
 国1/2 都道府県1/4 
 区市町村1/4 
      + 
 利用料 応能負担 

保険 

税 

税 

・1号認定：満3歳以上で  
 教育を希望 
・2号認定：満3歳以上で   
 「保育を必要とする 
 事由 」に該当 
・3号認定：満3歳未満で 
 「保育を必要とする 
 事由 」に該当 

・保育サービス種別 
 により、都道府県・ 
 政令市・中核市・ 
 区市町村が、認可  
 等・指導監督を実施 

「給付費」 
＝「公定価格」－「利用者
負担額」 
 
例 
施設型給付（私立） 
 国1/2 都道府県1/4 
 区市町村1/4 

・要介護認定または要支援 
 認定等を受けた65 歳以  
 上の方 
・加齢に伴う疾病が原因で 
 要介護（要支援）認定を 
 受けた40 歳から64 歳 
 までの医療保険加入者 
※すべての65歳以上の高齢 
  者(一般介護予防事業) 

公費+保険料+利用者負担 
 【負担割合】 
 例 在宅系のサービス 
  公費50％と保険料50％ 
  国25％ 都12.5％ 
  区市町村12.5％ 
  第１号被保険者22% 
  第２号被保険者28% 
       + 
  利用者負担  
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福祉サービスにおける資格要件の整理 

障害 

分野 

保育 

人数 資格要件の有無 

148,475人 
（※1） 

• 障害福祉サービスを担う職員は、生活支援員や
指導員と呼ばれているが、資格要件は定められ
ていない。 

要
件
無 

一
部
要
件
有 

• 国家資格としては、児童福祉法に基づく「保育
士」（名称独占）があり、保育所を中心に児童養
護施設等で保育や子育て支援に従事している。 

• 「子育て支援員」は、国で定めた基本研修及び
専門研修を修了した者である必要がある。 

• 「家庭的保育者」は、区市町村や都が行う研修
を修了した者であることが必要である。 

要
件
有 

• 高齢化の進展により、
今後更にニーズの増
加が見込まれる分野 

• 資格要件が無く、対象
となる人材の層が幅
広い 

⇒本報告書内で分析、 
   取組の方向性を検討 

• 介護職員をはじめとし
た様々な人材が担っ
ている分野 

⇒介護サービス分野 
   の分析結果を踏まえ 
   て、局内で継続的に 
   検討 

• 喫緊の課題として、
待機児童解消に向
けた緊急対策など
様々な取組を実施 

⇒ 引き続き、局内で 
  継続的に検討 

介護 

• 国家資格としては、「社会福祉士及び介護福祉
士法」に基づく「介護福祉士」（名称独占）がある。 

• 介護職員として働くための資格要件はないが、
「訪問介護員（ホームヘルパー）」は、介護福祉
士、実務者研修修了者、介護職員初任者研修
修了者、旧介護職員基礎研修修了者、旧訪問
介護員1級又は2級課程修了者のいずれかであ
ることが必要となる。 

42,832人 
（※2） 

 
 本事業ユニット分析では、高齢化の進展により、今後更にニーズの増加が見込まれる「介護」分野
に焦点を当て、分析を行っていく。 

51,482人 
（※3） 

※１平成24年介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省）の回答数を回収率で割戻し、補正した値（小数点以下、四捨五入）  
※２平成27年10月1日時点の障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所の常勤換算従事者数（小数点以下、四捨五入） 【出典 平成27年社会福祉施設等調査（厚生 
  労働省）】 ※短期入所事業の従事者のうち、空床型の事業所の従事者を除く。障害者支援施設の昼間実施サービス（生活介護、自立支援、就労移行支援及び就労継続支援）    
  を除く。 
※３平成27年10月1日時点の認可保育所、認定こども園（幼保連携型・保育所型）の常勤保育士数（35,349人）＋非常勤保育士数（10,557人） 【出典 平成27年社会福祉施設等調査 
   （厚生労働省）】と、認証保育所の常勤保育士数（4,350人）＋非常勤保育士数（1,226人） 【出典 東京都調べ】の合計 4 
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注１ 平成２７年度介護労働実態調査結果 
注２ 公益財団法人社会福祉振興・試験センター調べ 
注３ 平成２７年度社会福祉士・介護福祉士就労状況調査結果 
注４  平成24年介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省）の回答数を回収率で割戻し、補正した値（小数点以下、四捨五入）  

都内の介護職員 
（2012）注４ 

 

148,475人 

離職 
 

 2万3千人/年 

離職率 15.7％ 注１ 

就職  
2万8千人/年 

入 出 

採用率 18.7％ 注１ 

介護福祉士登録者数（東京都） 注２ 

（2017年3月末） 

109,532人 
 

福祉・介護分野で就労している割合 78.7％ 注３ 
 

→潜在有資格者数推計 約2万3千人 

 都内では、約15万人の介護職員が介護サービスに従事している。採用率、離職率から推計すると、年間の
都内の就職者数は約2万8千人、離職者数は約2万3千人と見込まれる。 

 保有資格は、介護職員初任者研修を修了しているものが半数、次いで介護福祉士が35.4％となっている。 

都内の介護職員の出入 
 
 

介護職員の保有資格 注１ 
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東京都 

全国 

3年未満で離職した者が7割以上を

占めており、いかにして定着させる
かが課題となっている 

序章 福祉人材について 
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148,475  

198,965  

220,244  

247,786  

148,475  
184,410  

197,716  

211,495  

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2012 2017 2020 2025

需要 

供給 

（出典）第６期東京都高齢者保健福祉計画（平成27年度～平成29年度） 
 
※ 需要見込みは、市町村により第6期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量等に基づくもの 
※ 供給見込みは、平成27年度以降に取り組む新たな施策の効果を見込まず、近年の入職・離職等の動向に将来の生産年齢人口の減少等の 
 人口動態を反映した「現状推移シナリオ」に基づくもの 

 
 第6期東京都高齢者保健福祉計画の需給推計は、需要推計と供給推計から成り立っており、それぞれ、2017年
度、2020 年度、2025年度の介護職員数を推計している。2020 年度には約2 万3 千人、2025 年度には約3 万6 千
人の介護職員の不足が見込まれる。 

介護職員の需給推計（東京都） 

14,555 22,528 36,291 需要と供給の差 

（人） 

序章 福祉人材について 



介護職員が介護関係の仕事をやめた理由（複数回答・全国） 
 
 「職場の人間関係に問題があったため」が２５．１％、「法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満が 
あったため」が２３．６％となっている。 

（出典）平成２７年度介護労働実態調査結果（公財）介護労働安定センター 

仕
事
の
内
容

に
興
味
を 

持
て
な
か
っ

た 能
力･

個
性･

資
格
を 

生
か
せ
な

か
っ
た 

職
場
の
人
間

関
係
が 

好
ま
し
く
な

か
っ
た 

会
社
の
将
来

が
不
安
だ
っ

た 給
料
等
収
入

が
少
な
か
っ

た 労
働
時
間
、

休
日
等
の 

労
働
条
件
が

悪
か
っ
た 

結
婚 

出
産
・育
児 

介
護
・看
護 

定
年
・契
約 

期
間
の
満
了 

会
社
都
合 

そ
の
他
の
理

由
（出
向
等

を
含
む
） 

男 7.1  5.7  6.7  7.3  10.5  10.5  0.5  0.1  0.6  15.0  7.4  26.8  
女 5.7  4.9  12.2  2.7  10.0  13.8  2.8  2.0  1.1  11.5  5.8  24.6  

（出典）平成２７年雇用動向調査（厚生労働省） 

【参考】転職入職者が前職を辞めた理由（全産業） 
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単純な比較はできない
が、「職場の人間関係」
などの職場環境や、「賃
金の低さ」や「将来の見
込み」などの処遇を理由
とした離職者が全産業
に比べて多い 

回
答
数

職
場
の
人
間
関
係
に
問
題
が
あ

っ
た
た
め

法
人
や
施
設
・
事
業
所
の
理
念
や
運
営
の
あ
り
方
に
不
満

が
あ

っ
た
た
め

他
に
良
い
仕
事
・
職
場
が
あ

っ
た
た
め

収
入
が
少
な
か

っ
た
た
め

自
分
の
将
来
の
見
込
み
が
立
た
な
か

っ
た
た
め

新
し
い
資
格
を
取

っ
た
か
ら

自
分
に
向
か
な
い
仕
事
だ

っ
た
た
め

結
婚
・
出
産
・
妊
娠
・
育
児
の
た
め

人
員
整
理
・
勧
奨
退
職
・
法
人
解
散
・
事
業
不
振
等
の
た

め 病
気
・
高
齢
の
た
め

家
族
の
介
護
・
看
護
の
た
め

家
族
の
転
職
・
転
勤

、
又
は
事
業
所
の
移
転
の
た
め

定
年
・
雇
用
契
約
の
満
了
の
た
め

そ
の
他

全体 5,572 25.4 21.6 18.8 17.0 16.4 10.4 4.1 14.1 6.2 4.2 4.0 3.8 2.7 12.1
正規職員 3,966 26.6 23.8 20.1 19.2 18.9 12.2 4.2 9.8 6.5 3.8 3.4 3.3 2.1 12.6
非正規職員 1,575 22.6 16.1 15.6 11.4 10.1 6.0 3.8 24.8 5.5 5.1 5.5 5.3 4.3 10.8
東京都 351 25.1 23.6 18.8 17.9 16.5 14.5 4.0 8.0 5.7 4.6 6.0 2.6 2.3 13.4

第1章 介護人材に関する現状の課題 



介護サービスを運営する上での課題について（複数回答、東京都） 
 
 事業者が介護サービスを運営する上での問題点(複数回答、最大３つまで)として、 「良質な人材
の確保が難しい」が55.9％、「今の介護報酬では人材確保・定着のために十分な賃金を払えない」が
53.2％、「労働条件や労働環境の改善をしたくても出来ない」が33.4％、「書類作成が煩雑で、時間
に追われている」が30.5％となっている。 

（出典）平成２７年度介護労働実態調査結果（公財）介護労働安定センター 

全国 

東京都 
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第1章 介護人材に関する現状の課題 



介護職員の年齢構成（全国） 
 
 介護職員の年齢構成（全国）を見ると、介護職員（施設等）については、３０～４９歳が主流と
なっているが、訪問介護員においては、６０歳以上が３割を超えている。 

（出典）第142回社会保障審議会介護給付費分科会資料 
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「訪問介護員」は、
若い人材の確保
が難しく、人材が
高齢化している 

【介護職員の年齢構成（全国）】 

第1章 介護人材に関する現状の課題 



介護事業所の従業員数規模（全国） 
 介護事業者は小規模なものが多く、19人以下の事業所が半数を超えており、特に訪問系や施設系（通所
型）では約6割を占めている。 

 （出典）平成27年介護労働実態調査（ （公財）介護労働安定センター） 
      ※本調査では、主な介護サービスの種類を以下の４つに分類 
       ・訪問系（訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション等）  ・施設系（入所型）（介護老人福祉施設、介護老人保健施設等）  
       ・施設系（通所型）（通所介護、通所リハビリテーション、小規模多機能型居宅介護等）   ・その他（福祉用具貸与等）   
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序章 福祉人材について 



事業所規模別離職率・法人格別の離職率（全国） 
 介護事業者は小規模なものが多く、19人以下の事業所が半数を超えており、特に訪問系や施設系（通所型）では
約6割を占めている。 

  基本的には事業所規模別で見ると、事業所の規模が大きくなるほど離職率が低くなる傾向にあり、法人格
別で見ると、民間企業の離職率が高く、協同組合・社会福祉協議会・地方自治体・社団法人・財団法人の離
職率が低くなっている。 

出典 第４回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会資料 
11 

中小事業所
は職場環境
の改善が困
難であるこ
とが推測さ
れる 

序章 福祉人材について 
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介護人材に関する現状の課題 
 
 介護人材に関する現状の課題については以下の３点が挙げられる。 

• 2025年度には約3万6千人の介護職員の不足が見込まれる 

• 東京都は、産業計の採用率が上昇してきており、他産業と競合の可能性が高まってきている 

• 「訪問介護員」は、若い人材の確保が難しく、人材が高齢化している 

• 介護サービスを運営する上での問題点として、「良質な人材の確保が難しい」と考えている事

業者が半数を超えている 

• 介護職員は、 「職場の人間関係に問題がある」こと、「法人や施設・事業所の理念や運営のあり

方に不満がある」ことに不安・不満を抱いている 

• 介護サービスを運営する上での問題点として、「労働条件や労働環境の改善をしたくても出来な

い」、「書類作成が煩雑で、時間に追われている」を挙げる事業者がそれぞれ3割を超えている 

• 中小事業所は大規模事業所より離職率が高い傾向がある。 

「採
用
」に
関
す
る
課
題 

「定
着
」に
関
す
る
課
題 

① 
 事業者による「職場  
 環境の改善」 

② 
 介護職員の「処遇 
 改善」 
 

③ 
 介護職への 
 「ターゲットに応じた 
 アプローチ」 

• 介護職員の賃金は、同じ対人サービスである「サービス業」と比べると、男性の給与額は月額
約2万7千円低く、女性の給与額は月額約1万円高い 

• 単純な比較はできないが、「賃金の低さ」や「将来の見込み」など、処遇を理由とした離職者が
全産業に比べて多い 

• 介護サービスを運営する上での問題点として、「今の介護報酬では人材確保・定着のために十
分な賃金を払えない」と考えている事業者が53.2％となっている 

第1章 介護人材に関する現状の課題 



凡例：    都単独事業        一部都単独事業          地域医療介護総合確保基金           福祉先進都市実現基金            国庫補助 
 

    東社協…東京都社会福祉協議会  財団…東京都福祉保健財団   社福等…社会福祉法人等       
 

都 国基金 都基金 

国補助 

課題 課題に対する都の取組 

〔主な取組〕 
③-１     介護福祉士等修学資金貸付事業（28.66億円（※）） 
③-２     職場体験事業（0.36億円） 
③-３     助成金付きインターンシップ事業（0.63億円） 
③-４     専門員による人材の開拓（0.08億円） 
③-５     介護職員初任者研修資格取得支援（1.48億円） 
③-６    トライアル雇用（7.96億円） 
③-７    福祉職場サポート業務研修（0.13億円） 
③-８    再就職支援研修（ 0.07億円） 
③-９    キャリアカウンセリング（ 0.25億円） 
③-10    離職介護人材再就職準備金貸付（28.66億円（※）)  
③-11   ＴＯＫＹＯチャレンジネット(1.94億円) 
③-12    働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業 
      （0.26億円） 
③-13   元気高齢者地域活躍推進事業（ 1.28億円） 

②-１ キャリアパス導入促進事業（15.99億円） 
②-２ アセッサー講習受講支援（0.18億円）  
②-３ 介護職員宿舎借り上げ支援事業（3.83億円）        
 

都基金 

国基金 

補助（社福等） 
委託（財団） 

補助（財団） 

③ 
介護職への「ターゲットに 
応じたアプローチ」 

② 
介護職員の 
「処遇改善」 

① 
事業者による 
「職場環境の改善」 

①-１ キャリアパス導入準備のための相談支援（0.54億円）  
①-２ 福祉・介護就労環境改善事業（包括補助） 
①-３ ロボット介護機器・福祉用具活用支援モデル事業（0.０5億円） 
①-４ コーディネーターによる事業者支援（0.15億円）                
①-５ 福祉職場における多様な働き方のモデルの普及（0.01億円）  

委託（東社協） 

委託（財団） 国補助 

都 

都 

都基金 

現在の都の介護人材対策の取組 

都 

国基金 

国基金 

国基金 

国基金 

国基金 

国基金 

都 

都基金 

国基金 

委託（東社協） 

委託（財団） 

委託（東社協） 
委託・補助（社福等） 

補助（区市町村） 

学生 

離職 

離職 

学生 

学生～高齢 

学生～高齢 

新卒～高齢 

新卒～高齢 

離職 

一部都 国補助 

一部都 

高齢 

学生～高齢 

学生～高齢 

補助（東社協） 

補助（東社協） 
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離職 

国補助 

国補助 

(※)H27年度及びH28年度に貸付原資等として交付した補助金の総額で、介護福祉士等修学資金貸付事業及び離職介護人材再就職準備金貸付事業の合計額。 

補助（社福等） 

 介護人材に関する現状の課題①、②に対して、都が行っている取組のうち代表的なもの（①－１、２、３及び②－１，３）
を評価する。また、課題③に対しては、都が行っている取組をターゲット別に整理し取組全体を評価する。 

【職場環境の改善】5事業 0.8億円 

【処遇改善】3事業 20億円 

【普及啓発,体験,相談・あっせん,就職説明会・面接会,修学資金,資格取得, 
 他業種転職,多様な人材,再就業】25事業 20.2億円（貸付事業を除く） 

補助（区市町村） 

国基金 

第３章 都の取組の評価 



④福祉保健局における事業実施体制 
 

 福祉保健局においては、介護、保育、障害の各分野に従事する福祉人材の養成・確保に関する施策は各
事業所管部で対応し、分野横断的なものについては、生活福祉部、総務部で対応している。 

福
祉
人
材
の
養
成
・
確
保 

総務部 

生活福祉部 

高齢社会対策部 

少子社会対策部 

障害者施策推進部 

企画政策課  福祉人材関連団体との協働、人材の裾野の拡大に 
向けた施策を推進（①-４,５、③-３,４,７,１３）   

             課職員数24名 うち担当する職員概ね3名   

地域福祉推進課 福祉人材対策全般に関する施策を推進 
            福祉人材センターの運営を所管 
            （①-２、③-１,８,９,１０,１１,１２） 
             課職員数19名 うち担当する職員概ね6名 

介護保険課 介護人材対策に関する施策を推進 
         （①-１,３、②-１,２,３、③-２,５,６） 
             課職員数37名 うち担当する職員概ね3名 

計画課・保育支援課 保育人材対策に関する施策を推進 
             課職員数27名（計画課）・34名（保育支援課） 
                       うち担当する職員概ね9名 

施設サービス支援課 障害福祉サービスを担う人材対策に関する 
              施策を推進 
             課職員数48名 うち担当する職員概ね1名 

注：平成29年度予算額は本事業ユニット対象事業の合計 

4.1億円 

5.4億円 

33.7億円 

297.4億円 

0.1億円 

340.7億円 

「介護分野」
及び「分野横
断的なもの」
に関する施策
に対応 
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第２ 章 行政の役割分担と都の取組 



第４章 今後の都の取組のあり方 

15 

都の取組・体制に対する評価結果 

【②－Ａ キャリアパス導入促進支援】 
・キャリア段位制度を活用したキャリアパス導入の成 
 果を評価する仕組みがなく、事業者の制度導入に 
 向けたインセンティブが働きにくい 

【③－Ａ 学生、転職者・離職者、高齢者支援】 
・若年層の確保が必要だが、新卒学生に特化した 
 事業が少ない。 
・住まいが無い、住まいを失いそうな離職者を一体的 
 に支援 
・退職時に再就職先が決まっている場合などもあり、 
 高齢者の福祉職場への確保が困難となっている。 

【④－Ａ介護人材の養成・確保の事業実施体制】 
・現状の事業実施体制は、非効率となっている 
 可能性がある 

③
タ
ー
ゲ
ッ
ト
別 

の
ア
プ
ロ
ー
チ 

②
処
遇
改
善 

①
職
場
環
境
の
改
善 

【①－A 中小事業者への支援】 
・キャリアパス導入準備のための相談支援事業は、 
 アウトリーチ支援(訪問支援)を採用し、中小事業者 
 も支援を受けやすい工夫をしているが、事業者の 
 やる気の有無に左右されてしまう。 
・居宅系介護事業者の約6割が小規模事業者であり、 
 人材確保や育成等の個別の実施は困難であるが、 
 協同実施のノウハウはない。 

採
用 

定
着 

④
事
業 

実
施
体
制 

取組の方向性 

・分野横断的な機能・事業を整理 
・施策を効果的に実施するための組織 
 体制の強化 

安
定
し
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

・訪問介護事業所を運営する全ての中小 
 事業者を対象にしたアウトリーチ支援を 
 拡充し、経営改善や業務効率化のため 
 の支援を実施 
・介護事業者が職場環境の改善を図る 
 ために行う事業協同組合の設立や運営 
 支援を区市町村が実施 

・新卒者等の介護職員に対し奨学金返済 
 相当額の支給 

・離職者に対し資格取得から就労後の定着 
 までの相談支援の充実 
・退職前のシニアを対象に、講師を派遣す 
 るなど、アウトリーチによる働きかけ 

・レベル認定者の上限人数の撤廃 
・ 介護職員の定着を助成金で評価する 

 仕組みの導入 

中
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
対
策
が
必
要
な
課
題
に
対
し
て
は
、
東
京
都

社
会
福
祉
協
議
会
、
東
京
都
福
祉
保
健
財
団
や
東
京
都
福
祉
人
材
対
策

推
進
機
構
を
活
用
し
て
実
態
把
握
・
検
証 

結
果
を
踏
ま
え
て
改
善 

障
害
部
門
・保

育
部
門
も
同

様
に
見
直
し 

現状の課題 

【①－B 業務負担の軽減】 
・現場の業務については、書類作成等が煩雑で職員 
 の負担となっている。 

・業務負担軽減のためのＩＣＴの活用、 

 ロボット介護機器・福祉用具普及策の 
 強化 

・防災や介護人材の確保の観点から、 
 地域において夜間もサービスを提供 
 している事業所への対象拡大 

【②－Ｂ 宿舎借り上げ支援】 
・地域の福祉避難所の指定を受けている夜勤のある 
 事業所では人材確保が困難となっている。 

取組の 
拡充 

新たな
取組 

取組の
拡充 

取組の 
拡充 

新たな
取組 

取組の 
拡充 

取組の 
拡充 

新たな
取組 

強化 



中長期的な視点に立った福祉人材対策のブラッシュアップ 
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 これまでの分析から明らかになった課題について検討し対策を講じるとともに、中期的な視点に
立った対策が必要な課題に対しては、東京都社会福祉協議会、東京都福祉保健財団や東京都福祉人材
対策推進機構を活用して実態を把握・検証し、その結果を踏まえて改善していく。 
 また、今回の分析結果を踏まえて、障害部門・保育部門も同様に見直しを進めていく。 

STEP１ 
 （現行業務分担を 
  前提とした改善） 

STEP２ 
（現行の業務分担
を超えた改善に向

けた取組） 

STEP３ 
（現行施策を   
超えた改善） 

施策を効果的に実施
するための組織体制
の統合、強化 

東京都社会福祉協議会、東京
都福祉保健財団や東京都福祉
人材対策推進機構を活用し
た、介護現場の実態把握・課
題の検証 
（2018年度実態把握、課題の検証） 

調査・研究を踏まえた 
施策の更なるブラッシュ
アップ 
（2019年度以降順次実施） 

障害部門・保育部門も同様に見直しを進める 

第４章 今後の都の取組のあり方 


